
社員の役割や職務に基づいた給与である職務給に、企業や社員の注目が集まっています。
職務給を導入している企業からも、職務給を支給されている社員からも、メリットを実感しているという声が
聞かれます。
裏面でご案内する「職務給の導入に向けた手引き」等の資料を、ぜひご活用ください。
※職務給の形態や位置づけは企業によって様々です。ここでは　「基本給における『役割・職務の重要度』に基づいて決定される賃金部分」を職務給
　としています。

「職務給の導入に向けた手引き」のご案内
職務給の導入を検討してみませんか

職務給を導入している企業の声

職務給を支給されている社員の声

社員の職務と評価項目の組合せから、具体的
に何を評価したのか説明が容易になったこと
で、不満が解消されました。
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昇給・昇格を社員の実績に応じて決めやすく
なったことで、社員のモチベーションが上が
りました。その後、業績が回復したことにも
影響していると感じています。

職務給には、例えば以下のメリットがあります

職務給によって影響があると思うこと （社員調査／「そう思う」「ややそう思う」と回答した割合の合計）

より高度な役割・職務に挑戦したくなる ������

基本給のうち
職務給が

半分以上の社員
（n=490）

基本給のうち
職務給が

半分未満の社員
（n=94）

担当する役割・職務に関わる能力を
高めたくなる ������

給与の決まり方に対する納得感が高まる ������

担当する役割・職務に対する責任感が高まる ������

今後の会社内でのキャリアを考えやすくなる ������

転職の市場での自分の価値がわかる ������
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基本給のうち
職務給が

半分以上の社員
（n=1704）

基本給のうち
職務給が

半分未満の社員
（n=510）
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職務給を導入している企業では、「社員に求める役割・職務の要件が明確になる」ことをメリットと感じています。
また、「仕事に応じた賃金を支払うことができる」、「管理職層の確保・定着につながる」等をメリットに挙げる
回答が多くありました。

• 職務給を導入している企業やその社員が感じている
メリットや給与制度の設計について、より詳しいデータ
や企業の声をご紹介しています。

• 職務給を導入するまでの各ステップにおいて役立つ
資料の紹介もあります。

職務給の導入に向けた手引き
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• 職務分析・職務評価の手順をご紹介する資料を　　
ご活用ください。
- 職務分析実施マニュアル
- 職務評価を用いた基本給の点検・検討マニュアル
- 職務評価ツール
- 職務（役割）評価導入支援の実施手順（コンサルティングマニュアル）

- 職務分析・職務評価の手法を用いた企業の取り組み事例集

多様な働き方の実現応援サイト
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ジョブ型人事指針（ 「ジョブ型」人材マネジメントの制度設計事例のご紹介）
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関連情報のご案内

職務給により感じているメリット（������　複数回答、一部項目のみ抜粋）
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社員に求める役割・職務の要件が明確になる

仕事に応じた賃金を支払うことができる

管理職層の確保・定着につながる

社員の仕事に対する意欲が高まる

中堅社員の確保・定着につながる

[ お問い合わせ先 ]　厚生労働省 労働基準局 賃金課
[ 企画・制作 ]　PwC コンサルティング合同会社（厚生労働省「民間企業の職務給等に関する調査研究事業」委託事業者）
[ 発行 ]　2025 年 2 月

職務給とは
どんな制度なのか、

もう少し
詳しく知りたい

導入するうえで
必要な具体的な

手順を知りたい。

日本における職務給の現状を理解しよう
職務給の導入に向けた手引き

わが国では近年、働き方やキャリアに対する考え方の変化や、仕事と報酬の関係性の
見直しなどを背景として、職務給に対する注目が高まっています。
　職務給というと、これまでわが国、企業が採用してこなかった特別な賃金体系と思われがちですが、そう
ではありません。本冊子では、職務給とは「基本給における『役割・職務の重要度』に基づいて決定された部分」
ととらえていますが、この視点からみると、すでに多くの企業が多様な形態の職務給を導入しています。
　そのため企業が職務給の導入を考えるにあたっては、導入の具体的な手順や職務給の制度の詳細を知る前に、
わが国において職務給がどのような導入状況にあるのかを知る必要があります。
　そこで本冊子では、調査データを使って、

1. 職務給を導入している企業の特徴
2. 企業が感じている職務給のメリット
3. 企業による職務給を導入するにあたっての取組み・工夫
4. 職務給の課題

に沿って、職務給の導入状況についての情報を提供いたします。
　これから職務給の導入を検討されている、または導入後の運用に悩んでいる企業の皆様にとって、本冊子の
内容がその一助となれば幸いです。

令和 7年 2月　厚生労働省

社員に求める役割・職務の内容が明確になる
仕事に応じた賃金を支払うことができる
人材の確保・定着につながる
社員の仕事に対する意欲が高まる

詳細は ��企業

社員に求める役割・職務の内容が明確になる
仕事に応じた賃金を支払うことができる
人材の確保・定着につながる
社員の仕事に対する意欲が高まる

詳細は ��社員

※本冊子では、職務給が基本給に占める割合によって、企業を複数のグループに分類しています。

正社員の管理職、非管理職それぞれの基本給に占める職務給の割合の
平均値である「職務給スコア」に応じて、企業をグループに分けています。
なお「職務給スコア」は、正社員全体でみた職務給の割合をみるための
指標です。

（例）基本給に占める職務給の割合が、管理職８割、非管理職６割の　
　　場合は、「職務給スコア」は両者の平均の７割になります。
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①職務給スコア大：

②職務給スコア中：

③職務給スコア小：

④職務給なし：
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